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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 25,466 △2.6 546 △0.9 593 8.5 192 △29.8
26年3月期 26,155 13.8 551 8.4 546 6.9 273 1.5

（注）包括利益 27年3月期 201百万円 （△28.0％） 26年3月期 279百万円 （2.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 17.84 17.70 5.4 9.2 2.1
26年3月期 25.48 25.23 8.1 9.1 2.1

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 ―百万円 26年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 6,750 3,610 53.0 331.76
26年3月期 6,108 3,513 57.0 323.57

（参考） 自己資本 27年3月期 3,574百万円 26年3月期 3,484百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 856 106 △105 2,762
26年3月期 372 29 △104 1,904

2. 配当の状況 

平成28年３月期の第２四半期末配当予想については未定としております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 107 39.2 3.2
27年3月期 ― 0.00 ― 11.00 11.00 118 61.7 3.4
28年3月期(予想) ― ― ― 12.00 12.00 ―

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率） 

 

売上高 営業利益
百万円 ％ 百万円 ％

通期
26,000 

～27,500
2.1 

～8.0
600 

～750
2.3 

～2.7



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 10,963,000 株 26年3月期 10,956,500 株
② 期末自己株式数 27年3月期 187,200 株 26年3月期 187,200 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 10,771,979 株 26年3月期 10,748,550 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料の２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度（平成26年４月１日～平成27年３月31日）におけるわが国の経済状況は、アベノミクスの推進や

政府・日本銀行による量的・質的金融緩和を背景とした円安・株高等を背景に、日本企業の収益は緩やかながら回

復基調が続いているものの、消費税率の引き上げに伴う駆け込み需要の反動減からの本格的な個人消費の回復が遅

れており、平成26年度の実質GDP成長率は微減になる等、先行き不透明なまま推移いたしました。 

このような環境の下、当社グループは、グループシナジーや全国展開している拠点のスケールメリットを活かし

たクライアントに対する総合的な販売促進活動のソリューション提案や、不採算事業からの撤退による事業の選択

と集中、事務所移転等による販管費コストの低減を実施し、より一層の収益率改善に努めました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は25,466,809千円（前年同期比2.6％減）、営業利益は546,686千円（前

年同期比0.9％減）、経常利益は593,368千円（前年同期比8.5％増）となりました。また、特別損失として、連結子

会社の一部事業の撤退に伴う事業整理損132,770千円、事業所の統廃合を実施したことに伴う事業構造改善費用とし

て19,455千円を計上いたしました。その結果、税金等調整前当期純利益は441,141千円（前年同期比10.9％減）とな

りました。 

  

主なセグメント別の業績は、以下のとおりであります。 

①  SPOサービス事業 

SPOサービス事業とは、「セールス・プロセス・アウトソーシングサービス」の略であり、企画立案から施策の実

施、さらには情報のフィードバックまで流通のプロセス全てに関わるワンストップ販売促進支援サービスをいいま

す。 

主要マーケットの一つである移動体通信業界におきましては、スマートフォン販売については一服感があるもの

の、SIMロック解除義務化によるMVNO（仮想移動体通信事業者）の成長が見込まれる等業界変化の兆しが見られま

す。また、家電業界におきましては、円安による訪日外国人客の個人消費は引き続き期待できるものの、消費税率

の引き上げに伴う駆け込み需要の反動減からの本格的な回復までには至っていません。 

このような環境の下、当社グループは、クライアントニーズを的確に捉えたワンストップ販売促進支援サービス

を提供するとともに、事業の選択と集中を実施した結果、売上高は12,841,210千円（前年同期比3.9％減）となりま

した。 

  

②  BYSサービス事業 

BYSサービス事業とは、「バックヤード・サポートサービス」の略であり、店舗・倉庫における棚卸、商品の梱

包、搬入・搬出、仕分け等商品が店頭に並ぶまでの一連のバックヤード業務の支援や、食品製造工場向けの業務支

援サービスをいいます。 

主要マーケットの一つであるコンビニエンスストア業界におきましては、大手各社の新規出店計画数は５年ぶり

に前年割れとなったものの、業績は好調に推移しています。また、食品製造業界におきましては、円安により原材

料費が高止まり一部の商品の値上げが行われる等、引き続き厳しい状況が続いています。 

このような環境の下、当社グループは、積極的な拠点進出によるサービス地域及びサービス範囲の拡大や、グル

ープ間におけるスタッフの相互活用を実施した結果、売上高は8,230,379千円（前年同期比8.9％増）となりまし

た。 

  

③  HRサービス事業 

HRサービス事業とは、「ヒューマン・リソースサービス」の略であり、オフィスシーンにおける事務、コールセ

ンター、営業販売代行等の人材サービスをいいます。 

人材サービス業界におきましては、平成26年平均の有効求人倍率が前年に比べ0.16ポイント上昇した1.09倍※と

なり、1.0倍を超える状況が恒常化し、慢性的な働き手不足の状況が続いています。また、企業側が求める人材ニー

ズも高度かつ複雑化しております。 

このような環境の下、当社グループは、コールセンターと他のサービスを組み合わせた総合的なサービス提供や

企業ニーズを捉えた人材紹介を実施いたしましたが、売上高は4,323,032千円（前年同期比16.2％減）となりまし

た。 
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④  その他サービス事業 

その他サービス事業とは、Webを使った新しい販促プロモーションサイト「もにったー」や成果報酬型の求人サイ

ト「おいしい仕事」等のサービスをいいます。 

事業の柱であるWebサービス事業に関わるインターネット業界におきましては、スマートフォンの普及もあり、引

き続き拡大基調で推移しています。 

このような環境の下、当社グループは、マスメディア向け商品PRサービスの開始や、「もにったー」をフックと

したサービスを展開いたしましたが、売上高は72,187千円（前年同期比13.8％減）となりました。 

  
注）※出典：厚生労働省「一般職業紹介状況(平成26年12月分及び平成26年分)について」より 

  

  
（２）財政状態に関する分析 

① 平成27年３月期の資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当連結会計年度末における総資産は6,750,285千円となり、前連結会計年度末に比べ641,730千円増加いたしまし

た。これは主に、差入保証金が43,189千円、保険積立金が64,656千円減少した一方、現金及び預金が858,351千円増

加したこと等によるものであります。 

（負債） 

当連結会計年度末における負債は3,139,607千円となり、前連結会計年度末に比べ544,640千円増加いたしまし

た。これは主に、買掛金が56,980千円減少した一方、未払消費税等が484,036千円、未払法人税等が40,982千円、事

業整理損失引当金が64,605千円増加したこと等によるものであります。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産は3,610,678千円となり、前連結会計年度末に比べ97,090千円増加いたしまし

た。これは主に、利益剰余金が84,499千円増加したこと等によるものであります。 

  
② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は2,762,901千円となり、前連結会計年度末より858,351千円増加

しました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益441,141千円の計上、未払消費税等の増加額

484,036千円がありました。一方、法人税等の支払額193,197千円、仕入債務の減少額56,980千円等がありました。

この結果、キャッシュ・フローは856,527千円となり、前連結会計年度に比べ484,459千円増加いたしました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に保険積立金の解約による収入114,980千円、有形固定資産の取得によ

る支出25,254千円、差入保証金の差入による支出12,018千円等により106,871千円となり、前連結会計年度に比べ

77,609千円収入が増加いたしました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により105,048千円の支出となり、前連結会計年度に比べ

690千円支出が増加いたしました。 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。 

 

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 

自己資本比率（％） 55.9 57.0 53.0 

時価ベースの自己資本比率
（％） 

49.5 56.4 52.5 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率（％） 

－ 2.1 0.9 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（倍） 

－ 69.7 184.2 
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２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「生活者と企業の間を円滑にするサービスを提供し、すべての人の豊かさ向上に貢献する」こ

とを経営理念として掲げ、クライアント、働く人、消費者へ貢献することが、ひいては当社グループの成長発展へ

と繋がっていくと考えております。クライアント、働く人、消費者への貢献度を高めることを念頭に置いたサービ

スの拡充、付加価値の創造を行っていくと同時に、コンプライアンス体制・内部統制の強化を継続的に行うこと

で、社会的責任を果たし、継続的かつ安定的な企業成長を目指し、全てのステークホルダーの皆様にとって、価値

のある企業グループとなることを目指してまいります。 

  

（２）目標とする経営指標及び中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、これまでメーカー等の営業部隊の一員として、量販店等小売店への営業促進から店頭販売に至

るまでのセールス・プロセス活動をトータルに支援するSPO事業を事業の中核として取り組んでまいりました。昨年

度は、グループ全体でのシナジー効果を発揮した販売促進活動のトータル支援を行うとともに、不採算事業につい

ては、早期撤退を決定するなど、事業の選択と集中を実施してまいりました。また、本社移転等を行い販売管理費

の低減に努めました。今年度は昨年度以上にグループシナジーの追求及び管理面の整備を実施することで飛躍を図

っていきます。 

今後も引き続き、営業及び管理両面においてグループシナジーの最大化を追求していくとともに、より強固な内

部組織を醸成し、現グループ体制における2018年３月期営業利益10億円を目指して、より収益性の向上に軸足を置

いた経営に取り組んでまいります。 

  
（３）会社の対処すべき課題 

事業の安定性とリスク分散を鑑み、主力サービスであるSPOサービスの拡大を目指すとともに、新たな事業分野の

柱となる新規商材及び、新規分野の開拓にも積極的に取り組み、さらなる企業価値の創造に邁進していく所存で

す。 

また、社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により、社員を社会保険に加

入させる義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社グループの雇用する労働者で社

会保険適用該当者については、社会保険への加入を徹底しておりますが、今後加入対象者の要件が変更になった場

合には、当社グループスタッフの加入対象者が増加します。さらに、平成16年の年金制度改革により、厚生年金保

険料の料率は、平成29年まで段階的に引き上げられることから、平成29年まで毎年0.177％ずつ引き上げられ、会社

負担が毎年増加していくことが決定していることからも、派遣から請負への切り替えによる粗利益の確保、隣接領

域における新規事業の確立による高付加価値サービスの提供は当社グループの必須の課題として業務を推進してま

いります。 

  

（４）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

  

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループの業務は、現在日本国内に限定されていること、また、外国人株主比率の推移を考慮した結果、当

面は日本基準に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,904,550 2,762,901 

    受取手形及び売掛金 2,968,201 2,937,055 

    商品 35,751 30,908 

    仕掛品 17,326 12,006 

    繰延税金資産 52,938 36,793 

    前払費用 92,735 80,769 

    その他 28,763 67,462 

    貸倒引当金 △3,273 △4,009 

    流動資産合計 5,096,995 5,923,889 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 137,617 136,568 

        減価償却累計額 △55,294 △61,789 

        建物及び構築物（純額） 82,322 74,779 

      車両運搬具 13,138 13,138 

        減価償却累計額 △5,170 △8,514 

        車両運搬具（純額） 7,968 4,624 

      工具、器具及び備品 307,031 320,081 

        減価償却累計額 △249,364 △275,996 

        工具、器具及び備品（純額） 57,666 44,084 

      建設仮勘定 25,195 25,981 

      有形固定資産合計 173,154 149,470 

    無形固定資産     

      のれん 37,370 13,263 

      その他 73,705 57,263 

      無形固定資産合計 111,076 70,526 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 148,876 153,542 

      関係会社株式 31,350 31,350 

      破産更生債権等 24,541 9,727 

      長期前払費用 1,970 1,381 

      繰延税金資産 91,178 82,075 

      差入保証金 311,627 268,438 

      保険積立金 113,328 48,672 

      その他 11,762 11,152 

      貸倒引当金 △20,798 △9,576 

      投資その他の資産合計 713,837 596,762 

    固定資産合計 998,067 816,759 

  繰延資産     

    創立費 10,004 7,146 

    開業費 3,487 2,490 

    繰延資産合計 13,491 9,637 

  資産合計 6,108,555 6,750,285 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,550,865 1,493,884 

    未払金 259,707 256,549 

    未払費用 117,875 135,984 

    未払法人税等 82,096 123,078 

    未払消費税等 207,067 691,104 

    預り金 92,390 104,113 

    賞与引当金 38,301 40,109 

    事業整理損失引当金 － 64,605 

    その他 23,876 11,588 

    流動負債合計 2,372,182 2,921,018 

  固定負債     

    長期未払金 9,058 8,948 

    役員退職慰労引当金 211,737 209,243 

    退職給付に係る負債 4 － 

    その他 1,983 396 

    固定負債合計 222,784 218,588 

  負債合計 2,594,967 3,139,607 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,385,227 1,386,035 

    新株式申込証拠金 － 1,187 

    資本剰余金 553,758 554,565 

    利益剰余金 1,599,008 1,683,507 

    自己株式 △58,427 △58,427 

    株主資本合計 3,479,566 3,566,868 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 5,084 8,068 

    その他の包括利益累計額合計 5,084 8,068 

  新株予約権 8,739 9,378 

  少数株主持分 20,197 26,362 

  純資産合計 3,513,587 3,610,678 

負債純資産合計 6,108,555 6,750,285 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 26,155,773 25,466,809 

売上原価 21,857,184 21,185,029 

売上総利益 4,298,588 4,281,780 

販売費及び一般管理費 3,747,154 3,735,093 

営業利益 551,434 546,686 

営業外収益     

  受取利息及び配当金 3,347 3,535 

  保険解約返戻金 － 46,759 

  その他 2,772 5,868 

  営業外収益合計 6,119 56,162 

営業外費用     

  支払利息 5,335 4,648 

  創立費償却 2,858 2,858 

  固定資産売却損 － 812 

  その他 2,582 1,160 

  営業外費用合計 10,775 9,481 

経常利益 546,778 593,368 

特別損失     

  子会社整理損 51,443 － 

  事業整理損 － 132,770 

  事業構造改善費用 － 19,455 

  特別損失合計 51,443 152,226 

税金等調整前当期純利益 495,334 441,141 

法人税、住民税及び事業税 233,983 218,647 

法人税等調整額 △16,203 24,135 

法人税等合計 217,779 242,783 

少数株主損益調整前当期純利益 277,554 198,357 

少数株主利益 3,667 6,165 

当期純利益 273,886 192,192 
 

株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス(6068) 平成27年３月期決算短信

8



連結包括利益計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 277,554 198,357 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,040 2,984 

  その他の包括利益合計 2,040 2,984 

包括利益 279,594 201,341 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 275,926 195,176 

  少数株主に係る包括利益 3,667 6,165 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

  

  

  

 

  (単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 新株式申込証拠金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,384,091 ― 552,622 1,432,580 △58,427 3,310,867 

当期変動額             

新株の発行 1,135   1,135     2,271 

新株式申込証拠金の

払込 
            

剰余金の配当       △107,459   △107,459 

当期純利益       273,886   273,886 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

            

当期変動額合計 1,135 ― 1,135 166,427 － 168,699 

当期末残高 1,385,227 ― 553,758 1,599,008 △58,427 3,479,566 
 

  
その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券評

価差額金 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 3,044 3,044 8,971 ― 3,322,883 

当期変動額           

新株の発行         2,271 

新株式申込証拠金の

払込 
          

剰余金の配当         △107,459 

当期純利益         273,886 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

2,040 2,040 △232 20,197 22,005 

当期変動額合計 2,040 2,040 △232 20,197 190,704 

当期末残高 5,084 5,084 8,739 20,197 3,513,587 
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  当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 

  

  

  

  

  

 

  (単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 新株式申込証拠金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,385,227 ― 553,758 1,599,008 △58,427 3,479,566 

当期変動額             

新株の発行 807   807     1,614 

新株式申込証拠金の

払込 
  1,187       1,187 

剰余金の配当       △107,693   △107,693 

当期純利益       192,192   192,192 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

            

当期変動額合計 807 1,187 807 84,499 ― 87,301 

当期末残高 1,386,035 1,187 554,565 1,683,507 △58,427 3,566,868 
 

  
その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価証券評

価差額金 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 5,084 5,084 8,739 20,197 3,513,587 

当期変動額           

新株の発行         1,614 

新株式申込証拠金の

払込 
        1,187 

剰余金の配当         △107,693 

当期純利益         192,192 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

2,984 2,984 639 6,165 9,788 

当期変動額合計 2,984 2,984 639 6,165 97,090 

当期末残高 8,068 8,068 9,378 26,362 3,610,678 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 495,334 441,141 

  減価償却費 82,690 66,755 

  のれん償却額 47,498 24,107 

  創立費償却額 2,858 2,858 

  開業費償却額 996 996 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,812 △10,486 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △10,644 1,807 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,984 △2,494 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,240 △4 

  事業整理損失引当金の増減額（△は減少） － 64,605 

  株式報酬費用 2,016 953 

  有形固定資産売却損益（△は益） － 812 

  保険解約返戻金 － △46,759 

  子会社整理損 51,443 － 

  事業構造改善費用 － 19,455 

  受取利息及び受取配当金 △3,347 △3,535 

  支払利息 5,335 4,648 

  売上債権の増減額（△は増加） △3,029 45,960 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △24,157 10,162 

  前払費用の増減額（△は増加） △4,580 11,966 

  仕入債務の増減額（△は減少） 62,052 △56,980 

  未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △128,691 7,721 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △5,254 484,036 

  その他 △36,323 △17,209 

  小計 521,784 1,050,520 

  利息及び配当金の受取額 3,506 3,853 

  利息の支払額 △5,335 △4,648 

  法人税等の支払額 △147,886 △193,197 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 372,068 856,527 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の払戻による収入 200,000 － 

  投資有価証券の取得による支出 △1,207 △101,223 

  投資有価証券の売却による収入 － 100,135 

  子会社株式の取得による支出 △31,350 － 

  子会社株式の売却による収入 5,500 － 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

△6,603 － 

  有形固定資産の取得による支出 △90,260 △25,254 

  有形固定資産の売却による収入 － 312 

  無形固定資産の取得による支出 △31,187 △6,756 

  長期前払費用の取得による支出 △28 △320 

  保険積立金の解約による収入 － 114,980 

  差入保証金の差入による支出 △13,832 △12,018 

  差入保証金の回収による収入 3,280 40,582 

  その他 △5,049 △3,564 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 29,261 106,871 
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                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  配当金の支払額 △107,228 △107,455 

  その他 2,870 2,407 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △104,357 △105,048 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 296,972 858,351 

現金及び現金同等物の期首残高 1,607,578 1,904,550 

現金及び現金同等物の期末残高 1,904,550 2,762,901 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

当社は、平成27年３月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ピーアンドピー・キャリ

アの一部事業を分割し、新設会社に承継させるとともに、その後、同じく当社の連結子会社である株式会社ピーア

ンドピーが株式会社ピーアンドピー・キャリアを吸収合併することを決議いたしました。これを受けて、株式会社

ピーアンドピーと株式会社ピーアンドピー・キャリアとの間で、平成27年３月31日付にて合併契約を締結いたしま

した。 

  

１ 取引の概要 

（１）新設分割について 

①対象となった事業の名称及びその事業の内容 

 事業の名称 人材サービス事業（関西支社） 

 事業の内容 関西地方において、人材サービスを行っております。 

②企業結合日 

平成27年６月１日(予定) 

③企業結合の法的形式 

株式会社ピーアンドピー・キャリアを分割会社とする分割型新設分割であります。なお、新設会社の株式はすべ

て当社に割り当てられます。 

④結合後企業の名称 

株式会社ピーアンドピー・キャリア（新設会社の名称は分割会社の名称と同一） 

  

（２）吸収合併について 

①結合当事企業の名称及びその事業内容 

 結合企業の名称 株式会社ピーアンドピー 

事業の内容 販売支援サービス、ストア支援サービス、人材サービス、その他アウトソーシングサービスを行って

おります。 

被結合企業の名称 株式会社ピーアンドピー・キャリア 

事業の内容 人材サービスを行っております。 

②企業結合日 

 平成27年６月１日(予定) 

③企業結合の法的形式 

 株式会社ピーアンドピーを存続会社とする吸収合併であります。 

④結合後企業の名称 

株式会社ピーアンドピー 

 

２ 取引の目的 

 当社グループにおける意思決定及び戦略実行の迅速化、事業ノウハウの共有、管理業務及び業務統合によるオ

ペレーションの効率化を図るためであります。 

３ 会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日公表分）に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定であります。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

(1) 報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、重点事業領域であるSPOサービス事業を軸に、事業活動の特徴、法的規制を考慮した経営管理上

の区分によって、「SPOサービス事業」、「BYSサービス事業」、「HRサービス事業」及び「その他サービス事業」

の４つを報告セグメントとしております。 

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「SPOサービス事業」は、放送・通信キャリア、一般消費材メーカー及び各関連企業を中心に販売支援・営業支援

に係る各種サービス業務を主な業務としております。「BYSサービス事業」は、小売店舗・倉庫の商品棚卸代行業務

や、販売プロセスのバックヤード作業を支援するサービス（商品の仕分け、梱包）などを主な業務としておりま

す。「HRサービス事業」は、コールセンター向け人材派遣・請負、事務・IT人材派遣、人材紹介等を主な業務とし

ております。「その他サービス事業」は、WebSPOサービス、海外支援サービスなど上記以外のサービスを主な業務

としております。 

  
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

      (単位：千円) 

  

 

  
報告セグメント 

合計 SPOサービス
事業 

BYSサービス
事業 

HRサービス事
業 

その他サービ
ス事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 13,360,734 7,554,377 5,156,930 83,731 26,155,773 26,155,773 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 13,360,734 7,554,377 5,156,930 83,731 26,155,773 26,155,773 

セグメント利益 511,356 270,579 168,956 4,173 955,065 955,065 

セグメント資産 2,777,786 1,059,700 830,577 31,076 4,699,140 4,699,140 

その他の項目             

  減価償却費 22,218 36,848 8,527 246 67,840 67,840 

 のれん償却額 23,995 5,221 18,281 ― 47,498 47,498 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

5,423 33,766 767 12 39,969 39,969 
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当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

      (単位：千円) 

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項) 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(注)  全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金等であります。 

  

(注)  有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社建物の設備等であります。 

  

 

  
報告セグメント 

合計 SPOサービス
事業 

BYSサービス
事業 

HRサービス事
業 

その他サービ
ス事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 12,841,210 8,230,379 4,323,032 72,187 25,466,809 25,466,809 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 12,841,210 8,230,379 4,323,032 72,187 25,466,809 25,466,809 

セグメント利益 451,215 386,309 110,603 2,429 950,558 950,558 

セグメント資産 2,564,997 1,371,727 668,681 19,543 4,624,949 4,624,949 

その他の項目             

  減価償却費 19,443 28,385 5,523 148 53,501 53,501 

 のれん償却額 15,834 4,126 4,146 ― 24,107 24,107 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

12,443 16,995 968 53 30,460 30,460 
 

    (単位：千円) 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 955,065 950,558 

全社費用(注) △403,631 △403,871 

連結財務諸表の営業利益 551,434 546,686 
 

    (単位：千円) 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 4,699,140 4,624,949 

全社資産(注) 1,409,414 2,125,335 

連結財務諸表の資産合計 6,108,555 6,750,285 
 

      (単位：千円) 

その他の項目 
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

減価償却費 67,840 53,501 14,849 13,254 82,690 66,755 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加
額 

39,969 30,460 54,842 8,840 94,811 39,301 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないた 

め、記載はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないた 

め、記載はありません。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

       (単位：千円) 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日) 

       (単位：千円) 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

   該当事項はありません。 

  

 

  
報告セグメント 

合計 SPOサービス事
業 

BYSサービス事
業 

HRサービス事
業 

その他サービ
ス事業 

計 

当期末残高 21,618 8,919 6,832 ― 37,370 37,370 
 

  
報告セグメント 

合計 SPOサービス事
業 

BYSサービス事
業 

HRサービス事
業 

その他サービ
ス事業 

計 

当期末残高 5,295 6,332 1,636 ― 13,263 13,263 
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(１株当たり情報) 

 (注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり
であります。 

  

  

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日) 

１株当たり純資産額 323.57円 331.76円 

１株当たり当期純利益金額 25.48円 17.84円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

25.23円 17.70円 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

  当期純利益(千円) 273,886 192,192 

  普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

  普通株式に係る当期純利益(千円) 273,886 192,192 

  普通株式の期中平均株式数(株) 10,748,550 10,771,979 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額(千円) － － 

  普通株式増加数(株) 105,758 87,606 

  (うち新株予約権(株)) (105,758) (87,606) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 
 

  
前連結会計年度末 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度末 
(平成27年３月31日) 

純資産の部の合計額(千円) 3,513,587 3,610,678 

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 28,937 35,741 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,484,650 3,574,936 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株) 

10,769,300 10,775,800 
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